
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

　２　先進的農業経営確立支援タイプ・地域担い手育成支援タイプ

　Ⅰ　融資主体型（地域担い手育成支援タイプ）
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計画 実績 計画 実績 計画

実
績

計画 実績

1
蓬田
村

阿弥
陀川
地区

蓬田
村

Ⅰ－２ 1 ＊＊＊ 50.0% 1 0 0.0 1 1 100.0 0 0 － Ⅰ① 30 4,014,164 4,300,000 3,679,454 4,500,000 2,440,448 5,000,000 円 -117.1

所得税
青色申
告決算
書

Ⅰ⑤ 30 8,640,283 8,600,000 7,959,672

50.0% 1 0 0.0 1 1 100.0 0 0 －

2
蓬田
村

瀬辺
地地
区

蓬田
村

Ⅰ－２ 1 ＊＊＊ 100.0% 1 1 100.0 1 1 100.0 Ⅰ① 30 2,989,173 3,100,000 6,261,939 3,300,000 3,500,000 円 640.7 Ⅰ② 30 13.43 14.00 16.29

100.0% 1 1 100.0 1 1 100.0

75% 2 1 50.0 1 1 100 1 1 100.0 0 0 －

２　被災農業者支援型の場合、「地区名」の欄については、記載を要しない。

３　「事業内容」の欄の記載に当たっては、Ⅰ－１、Ⅰ－２及びⅢの別を記載すること。

４　「地区の成果目標」の欄については、「経営体別の成果目標」欄から、要綱第７に基づく点検又は第８に基づく点検評価を行った年度の「計画」及び「実績」値を記載した経営体数を各成果目標ごとに記載すること。

５　各欄における「コード」及び「区分」の欄の記載に当たっては、（２）の先進的農業経営確立支援タイプ及び地域担い手育成支援タイプ整理番号表（以下「整理番号表」という。）に基づき番号を記載すること。

６　「経営体別の成果目標」の欄の「計画」欄については、別紙様式１号の２の（２）のⅠの「成果目標の設定状況」欄の必須目標及び選択目標の１年度目、２年度目、３年度目の設定値及び単位を記載すること。

７　同欄の「実績」欄については、計画値に対する当該年度の実績値を記載すること。

８　同欄の「○年度目達成状況（％）」の欄については、（実績-現状）/（年度計画-現状）×100により求めるものとする。（小数点第２位は切り捨て、小数点第１位まで記載。）

９　同欄の「補正の内容」の欄については、天災その他の外的要因の詳細及び補正の方法（実績値の補正過程）を記載すること。

10　「導入した施設等情報」の欄については、助成対象者ごとに、導入した１施設等ごとに記載すること。

11　※印のある欄については、被災農業者支援型の場合のみ記載する欄のため、融資主体補助型のみの場合は欄の省略を行うこと。

12　「保険等加入情報」の欄については、本要綱第７及び第８に基づき報告を行う際、毎年度、加入が継続されているかを事業実施主体に確認を行った上で記載すること。

13　「評価所見」の欄については、本要綱第７に基づく点検又は第８に基づく点検評価の結果に基づき記載するものとし、事業実施主体からも所見を求め記載すること。

　　また、達成に立ち遅れがある場合については、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取組内容を記載すること。

　　なお、目標が達成されていない場合（必須目標が達成されていない場及び事業関連取組目標がおおむね達成されていない場合）は、別途、事業実施主体に別紙様式６号の２により提出を求め、具体的な改善措置及び達成見込時期等を記載すること。
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経営体別の成果目標

現状値

事業内容

Ⅰ-1 融資主体補助
型

（先進的農業経営
確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助
型

（地域担い手育成
支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援
型

単
位

1年度目の達成状
況

（評価報告）

①付加価値額の
拡大

②経営面積の
拡大

③農産物の価値
向上

④単位面積当た
り収量の増加

⑤経営コストの
縮減

⑥農業経営の
複合化

⑦農業経営の
法人化
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補
正
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村又
は

都道
府県
名)
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た資料
等名



別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

　２　先進的農業経営確立支援タイプ・地域担い手育成支援タイプ

　Ⅰ　融資主体型（地域担い手育成支援タイプ）

1
蓬田
村

阿弥
陀川
地区

蓬田
村

Ⅰ－２ 1 ＊＊＊

2
蓬田
村

瀬辺
地地
区

蓬田
村

Ⅰ－２ 1 ＊＊＊

２　被災農業者支援型の場合、「地区名」の欄については、記載を要しない。

３　「事業内容」の欄の記載に当たっては、Ⅰ－１、Ⅰ－２及びⅢの別を記載すること。

４　「地区の成果目標」の欄については、「経営体別の成果目標」欄から、要綱第７に基づく点検又は第８に基づく点検評価を行った年度の「計画」及び「実績」値を記載した経営体数を各成果目標ごとに記載すること。

５　各欄における「コード」及び「区分」の欄の記載に当たっては、（２）の先進的農業経営確立支援タイプ及び地域担い手育成支援タイプ整理番号表（以下「整理番号表」という。）に基づき番号を記載すること。

６　「経営体別の成果目標」の欄の「計画」欄については、別紙様式１号の２の（２）のⅠの「成果目標の設定状況」欄の必須目標及び選択目標の１年度目、２年度目、３年度目の設定値及び単位を記載すること。

７　同欄の「実績」欄については、計画値に対する当該年度の実績値を記載すること。

８　同欄の「○年度目達成状況（％）」の欄については、（実績-現状）/（年度計画-現状）×100により求めるものとする。（小数点第２位は切り捨て、小数点第１位まで記載。）

９　同欄の「補正の内容」の欄については、天災その他の外的要因の詳細及び補正の方法（実績値の補正過程）を記載すること。

10　「導入した施設等情報」の欄については、助成対象者ごとに、導入した１施設等ごとに記載すること。

11　※印のある欄については、被災農業者支援型の場合のみ記載する欄のため、融資主体補助型のみの場合は欄の省略を行うこと。

12　「保険等加入情報」の欄については、本要綱第７及び第８に基づき報告を行う際、毎年度、加入が継続されているかを事業実施主体に確認を行った上で記載すること。

13　「評価所見」の欄については、本要綱第７に基づく点検又は第８に基づく点検評価の結果に基づき記載するものとし、事業実施主体からも所見を求め記載すること。

　　また、達成に立ち遅れがある場合については、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取組内容を記載すること。

　　なお、目標が達成されていない場合（必須目標が達成されていない場及び事業関連取組目標がおおむね達成されていない場合）は、別途、事業実施主体に別紙様式６号の２により提出を求め、具体的な改善措置及び達成見込時期等を記載すること。
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支援タイプ）
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型
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績
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計
画

実
績
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実
績

（円） （円） （円） （円） （円） （円） （円）

8,550,000 8,500,000 円 485.2

所得
税青
色申
告決
算書

Ⅰ⑦ 30 個人 個人 個人 個人 個人 法人 法人 － 28 その他設備等 1 自動灌水システム　一式 616,665 168,000 430,000 18,665

616,665 168,000 430,000 18,665

14.50 15.00 ㏊ 182.2
営農
計画
書

9 ハウス 1
ビニルハウス　4.5間×10
間　2棟

3,036,000 828,000 2,200,000 8,000 1 R2.3
青森県
農業共
済組合

8 その他機械 2
タマネギ移植機　畝立
ロータリ　一式
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6,353,165 1,732,000 4,590,000 31,165
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別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

　２　先進的農業経営確立支援タイプ・地域担い手育成支援タイプ

　Ⅰ　融資主体型（地域担い手育成支援タイプ）

1
蓬田
村

阿弥
陀川
地区

蓬田
村

Ⅰ－２ 1 ＊＊＊

2
蓬田
村

瀬辺
地地
区

蓬田
村

Ⅰ－２ 1 ＊＊＊

２　被災農業者支援型の場合、「地区名」の欄については、記載を要しない。

３　「事業内容」の欄の記載に当たっては、Ⅰ－１、Ⅰ－２及びⅢの別を記載すること。

４　「地区の成果目標」の欄については、「経営体別の成果目標」欄から、要綱第７に基づく点検又は第８に基づく点検評価を行った年度の「計画」及び「実績」値を記載した経営体数を各成果目標ごとに記載すること。

５　各欄における「コード」及び「区分」の欄の記載に当たっては、（２）の先進的農業経営確立支援タイプ及び地域担い手育成支援タイプ整理番号表（以下「整理番号表」という。）に基づき番号を記載すること。

６　「経営体別の成果目標」の欄の「計画」欄については、別紙様式１号の２の（２）のⅠの「成果目標の設定状況」欄の必須目標及び選択目標の１年度目、２年度目、３年度目の設定値及び単位を記載すること。

７　同欄の「実績」欄については、計画値に対する当該年度の実績値を記載すること。

８　同欄の「○年度目達成状況（％）」の欄については、（実績-現状）/（年度計画-現状）×100により求めるものとする。（小数点第２位は切り捨て、小数点第１位まで記載。）

９　同欄の「補正の内容」の欄については、天災その他の外的要因の詳細及び補正の方法（実績値の補正過程）を記載すること。

10　「導入した施設等情報」の欄については、助成対象者ごとに、導入した１施設等ごとに記載すること。

11　※印のある欄については、被災農業者支援型の場合のみ記載する欄のため、融資主体補助型のみの場合は欄の省略を行うこと。

12　「保険等加入情報」の欄については、本要綱第７及び第８に基づき報告を行う際、毎年度、加入が継続されているかを事業実施主体に確認を行った上で記載すること。

13　「評価所見」の欄については、本要綱第７に基づく点検又は第８に基づく点検評価の結果に基づき記載するものとし、事業実施主体からも所見を求め記載すること。

　　また、達成に立ち遅れがある場合については、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取組内容を記載すること。

　　なお、目標が達成されていない場合（必須目標が達成されていない場及び事業関連取組目標がおおむね達成されていない場合）は、別途、事業実施主体に別紙様式６号の２により提出を求め、具体的な改善措置及び達成見込時期等を記載すること。
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（先進的農業経営
確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助
型

（地域担い手育成
支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援
型
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No
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は
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備
考

　「付加価値額の拡大」については、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により流通が止まりミニトマトの価
格が例年よりもかなり下がり収入額が減ってしまった
ため目標を達成することができなかった。前年に他の
作物の栽培等も視野に入れ経営の安定化を図るよう指
導したので、令和３年は目標を達成できるよう再度指
導した。
　「農業経営の法人化」については、令和３年度（目
標最終年度）中に法人化できるよう関係機関と連携し
て引き続き支援する。

　「付加価値額の拡大」及び「経営面積の拡大」につ
いて、目標年度の目標を達成した。
したがって、本年度をもって報告終了とするが、村で
は経営体の更なる経営発展に向けて、引き続き支援を
行っていく。

－

都道府県の評価

評価所見

事業実施主体の評価


